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第１章 計画の基本的事項と現状把握

１．計画の目的

国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（ＣＯＰ２１）で採択されたパリ協定や平成 27 年

７月に国連に提出した「日本の約束草案」を踏まえ、政府は、「地球温暖化対策の推進に関する

法律」（以下「温対法」という。）に基づき、我が国の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推

進するための計画である「地球温暖化対策計画」を平成 28 年 5 月 13 日に閣議決定しました。

同計画は、我が国における令和 12 年度 [2030 年度] の温室効果ガス排出量を平成 25 年度

[2013 年度] 比で 26％削減するとの中期目標の達成に向けて、各主体が取り組むべき対策や国

の施策を明らかにし、同目標達成への道筋を付けるとともに、長期的目標として令和 32 年

[2050 年] までに 80％の温室効果ガスの排出削減を目指すことを位置付けており、我が国が地

球温暖化対策を進めていく上での礎となるものです。また、その中で地方公共団体の事務・事

業が所属する「業務その他部門」はこれまでの温室効果ガスの増加傾向が大きいことを踏ま

え、40％削減する中間目標を掲げています。

南濃衛生施設利用事務組合（以下、「本組合」という。）では、平成 27 年３月に本組合の事

務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措

置に関する計画（以下、「実行計画」という。）を策定しました。

今回、計画の改訂から５年を経たことを契機に実行計画を見直し、計画の評価を踏まえた上

で本組合の活動に伴う温室効果ガス排出量の更なる削減を目指すこととします。

２．計画の期間

本計画の目標年度は「地球温暖化対策計画」を踏まえて令和 12 年度［2030 年度］としま

す。また、基準年度は平成 25 年度[2013 年度]とし、令和２年度 [2020 年度] から令和 12 年

度 [2030 年度] までの 11 年間を計画の期間とします。

なお、中間年度を令和７年度 [2025 年度] とし中間年度目標の達成状況について評価・検

討を行い必要に応じて計画を見直すものとします。

３．計画の対象範囲

計画の対象範囲は、本組合が行うすべての事務・事業とし、 以下に示す施設を対象としま

す。

なお、以下のガス化溶融施設の運転は外部委託していますので、委託業務においては、受託

者に温室効果ガスの削減に対して必要な措置を講ずるよう協力を要請します。

○清掃センター（養老ドリームパーク）

・ガス化溶融施設

・リサイクルセンター

・管理棟

・洗車棟
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○衛生センター

・し尿処理施設

・浄化槽汚泥処理施設

・管理棟

○一般廃棄物最終処分場

・埋立処分施設

・浸出水処理施設

【施設概要】

○清掃センター（養老ドリームパーク）

（ガス化溶融施設）

所在地 岐阜県養老郡養老町有尾 730 番地

構成市町 海津市・養老町・関ケ原町

処理能力 80ｔ／日(40ｔ/日×２炉）

竣工年月 平成 21 年［2009 年］１月

処理方式 流動床式ガス化溶融炉

受入・供給設備

焼却設備

燃焼ガス冷却設備

排ガス処理設備

飛灰処理設備

ピット・アンド・クレーン方式(２段ピット方式)

流動床式ガス化炉＋燃焼溶融炉

熱回収＋水噴射方式

ろ過式集じん器＋有害ガス除去装置＋触媒反応塔

セメント＋キレート処理

（リサイクルセンター）

所在地 岐阜県養老郡養老町有尾 730 番地

構成市町 海津市・養老町・関ケ原町

処理能力 16ｔ／５ｈ

竣工年月 平成 21 年［2009 年］１月

古紙・布類処理ライン

プラスチック類処理ライン

発泡スチロール処理ライン

金属類処理ライン

ガラスビン処理ライン

陶磁器類処理ライン

剪定枝処理ライン

建築廃材処理ライン

廃タイヤ処理ライン

圧縮梱包(6.0t/5h）

破袋+手選別+圧縮梱包(2.0t/5h）

減容(0.2t/5h）

手選別+磁選+圧縮 (0.5t/5h）

手選別(0.7t/5h）

粉砕(0.05t/5h）

磁選+破砕(0.5t/5h）

磁選+破砕(6.0t/5h）

ホイール外し+切断 (0.05t/5h）
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○衛生センター

（し尿処理施設）

所在地 岐阜県養老郡養老町高田 1859 番地

構成市町 海津市・養老町

処理能力 60ｋｌ／日

竣工年月 昭和 38 年［1963 年］３月

受入・貯留

主要処理方式

高度処理方式

汚泥処理方式

受入→破砕→夾雑物除去→貯留

加温式嫌気性消化方式+活性汚泥処理方式+硝化脱窒処理方式

凝集沈殿処理方式＋ろ過処理方式

遠心脱水処理方式

希釈水の種類 地下水(場内井戸)

放流先 河川(牧田川→揖斐川→伊勢湾)

（浄化槽汚泥処理施設）

所在地 岐阜県養老郡養老町高田 1859 番地

構成市町 海津市・養老町

処理能力 30ｋｌ／日

竣工年月 昭和 61 年［1986 年］３月

受入・貯留

主要処理方式

高度処理方式

汚泥処理方式

受入→破砕→夾雑物除去→貯留

固液分離+活性汚泥処理方式+硝化脱窒処理方式

凝集沈殿処理方式＋ろ過処理方式

遠心脱水処理方式

希釈水の種類 地下水(場内井戸)

放流先 河川(牧田川→揖斐川→伊勢湾)

○一般廃棄物最終処分場

（埋立処分施設）

所在地 岐阜県不破郡関ケ原町関ケ原筑田地内

構成市町 海津市・養老町・関ケ原町

埋立容量 7,610ｍ３ (面積：875ｍ２)

竣工年月 平成 21 年［2009 年］３月

処理方式 準好気性サンドイッチ方式(クローズドシステム)

（浸出水処理施設）

所在地 岐阜県不破郡関ケ原町関ケ原筑田地内

構成市町 海津市・養老町・関ケ原町

処理能力 4.2ｍ3／日

竣工年月 平成 21 年［2009 年］３月

処理方式 生物処理(接触酸化）+砂ろ過+活性炭吸着+キレート処理
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【施設配置図】

○清掃センター（養老ドリームパーク）

○衛生センター

○一般廃棄物最終処分場
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第２章 温室効果ガスの排出量の把握

１．対象とする温室効果ガス、活動項目及び排出係数等

（１）対象とした温室効果ガス

本組合において、計画の対象とした温室効果ガスは、以下のとおりです。

・ 二酸化炭素（CO２）

・ メタン（CH４）

・ 一酸化二窒素（N２O）

・ ハイドロフルオロカーボン（HFC）

その他の温室効果ガスであるパーフルオロカーボン（PFC）及び六ふっ化硫黄（SF６）については、本

組合の事務・事業から排出されないと考えられることから、対象としていません。

（２）対象とした活動項目

温室効果ガス総排出量の現況把握に当たって、対象とした活動項目は以下のとおりです。

・ 電気の使用

・ 燃料の使用

・ 公用車の使用

・ 一般廃棄物の処理

なお、対象項目については 「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」に基づき、表2-1-1のと

おり整理、選定しました。

（３）排出係数等の考え方

温室効果ガス排出量の算定については、排出係数及び単位発熱量並びに地球温暖化係数を用いて、法

に定める方法により算定することになっています。

前実行計画では、平成25年度［2013年度］を基準年度としていることから、計画年度中は平成25年

度に設定されている排出係数等を使用して温室効果ガスの排出量等を算定することとしましたが、今回

改訂する実行計画では、以下の資料に基づき算定しました。

・「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアル」（平成29年３月環境省）

・温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン（平成29年３月環境省）

・プロパン、ブタン、ＬＰガスのCO2排出原単位に係るガイドライン（ＬＰガス協会）

・平成30年度の電気事業者ごとの排出係数・調整後排出係数等の公表について（令和２年１月７日環

境省・経済産業省公表）【中部電力(株)】 0.000457 (ｔ-CO2/kWh)
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表 2-1-1 対象項目の選定表

温室効果ガス 内容 対象項目 計画における算定対象の例

二酸化炭素

CO２

燃料の使用に伴う排出

他人から供給された電気の使用に伴う排出

他人から供給された熱の使用に伴う排出

一般廃棄物の焼却

産業廃棄物の焼却

その他

●

●

●

暖房用灯油や自動車ガソリン等の使用

ただし木材、木炭等のハイオマス系燃料を除く

電気の使用 ただし自家発電を除く

熱供給事業者から購入した熱

直営の清掃工場での廃プラスチック類焼却

産廃を処理しているときの廃油、廃プラ焼却

上記のもののほか、人の活動によって発生するもの

メタン

CH４

ボイラーにおける燃料の燃焼

ガス機関又はガソリン機関における燃料の燃焼

家庭用機器における燃料の燃焼

自動車の走行

船舶の航行

家畜の反すう等

家畜のふん尿処理に伴う排出

水田からの排出

放牧地における牛のふん尿からの排出

水田からの排出

農業廃棄物の焼却に伴う排出

廃棄物埋め立てからの排出

下水又はし尿処理に伴う排出

浄化槽によるし尿及び雑排水の処理に伴う排出

一般廃棄物の焼却

産業廃棄物の焼却

その他

●

●

●

●

木材、木炭を燃料とするボイラーの使用

定置式のガス機関、ガソリン機関における燃料の使用

コンロ等の家庭用機器における燃料の使用

公用車等の走行

直営の観光船等の航行

農業試験場や直営牧場等での家畜の飼養

〃

農業試験場や直営水田等での稲の栽培

農業試験場や直営牧場等での牛の飼養

農業試験場や直営農場等で耕作した水田

農業試験場や直営農場等で焼却した穀またはわら

直営の理立処分場で埋め立てられた廃棄物

直営の終末処理場又はし尿処理施設で処理された下水及びし尿

直営の浄化槽で処理されたし尿及び雑排水

直営の清掃工場での廃棄物の焼却

産廃を処理しているときの廃棄物の焼却

上記のもののほか、人の活動によって発生するもの

一酸化二窒素

（亜酸化窒素）

N２O

ボイラーにおける燃料の燃焼

ディーゼル機関における燃料の燃焼

ガス機関又はガソリン機関における燃料の燃焼

家庭用機器における燃料の燃焼

自動車の走行

船舶の航行

笑気ガス（麻酔剤）の使用

家畜のふん尿処理に伴う排出

耕地に使用された化学肥料からの排出

農作物の栽培に使用された肥料からの排出

放牧地における牛のふん尿からの排出

農業廃棄物の焼却に伴う排出

下水又はし尿処理に伴う排出

浄化槽によるし尿及び雑排水の処理に伴う排出

一般廃棄物の焼却

産業廃棄物の焼却

その他

●

●

●

木材、木炭、Ｂ重油、Ｃ重油を燃料とするボイラーの使用

定置式のディーゼル機関における燃料の使用

定置式のガス機関、ガソリン機関における燃料の使用

コンロ等の家庭用機器における燃料の使用

公用車等の走行

直営の観光船等の航行

直営病院等における笑気ガスの使用

農業試験場や直営牧場等での家畜の飼養

農業試験場や直営牧場等で使用した肥料

農業試験場や直営牧場等で使用した肥料

農業試験場や直営牧場等で使用した肥料

農業試験場や直営農場等で焼却した穀またはわら

直営の終末処理場又はし尿処理施設で処理された下水及びし尿

直営の浄化槽で処理されたし尿及び雑排水

直営の清掃工場での廃棄物の焼却

産廃を処理しているときの廃棄物の焼却

上記のもののほか、人の活動によって発生するもの

ハイドロフル

オロカーボン

HFC

カーエアコンの使用時の漏出

力ーエアコンの廃棄時の排出

噴霧器、消火器の使用又は廃棄に伴う排出

その他

●

△

ＨＦＣが封入された力ーエアコンの使用

ＨＦＣが封入されたカーエアコンの廃棄

工アゾール、消火器の使用

上記のもののほか、人の活動によって発生するもの

パーフルオロ

カーボン

PFC

その他 人の活動によって発生するもの

六ふっ化硫黄

SF6

電気機械器具の使用時の漏出

電気機械器具の点検時の排出

電気機械器具の鹿棄時の排出

その他

△ 変圧器等を所有している場合

〃

廃棄物として回収、処理する場合

上記のもののほか、人の活動によって発生するもの
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２．平成25年度［2013年度］における温室効果ガス総排出量の算出

活動調査結果をもとに、基準年度である平成25年度［2013年度］における、施設の事務及び事業に伴う温

室効果ガスの総排出量を二酸化炭素換算量として算出しました。結果を、表2-2-1に示します。

表2-2-1温室効果ガス排出量の算定結果（平成25年度［2013年度］）
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基準年度である平成25年度［2013年度］における本組合の温室効果ガスの算定結果は、表2-2-1に示す

とおり、15,513.50t-CO2です。

施設別では、清掃センター(養老ドリームパーク)が全体の91.85%の14,249.01t-CO2で最も多く、次いで衛

生センターが8.12%の 1,259.59t-CO2となっており、この２施設で本組合全体の99.97%を占めています。ま

た、項目別では、廃プラスチック焼却量が59.16％の9,177.34t-CO2で最も多く、次いで電気使用量が22.92%

の3,555.09t-CO2となっており、この２項目で全体の約８割を占めています。

本組合では、温室効果ガス排出量のほとんどが、ごみの焼却に起因しています。

ガス別の排出量では、二酸化炭素（CO2）が94.03%の14,587.43t-CO2、メタン（CH4）及び一酸化二窒素

（N2O）の占める割合はそれぞれ2.40％と3.57％です。
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３．温室効果ガス量の推移

本組合の過去７年間の温室効果ガス排出量の推移は、表2-3-1及び図2-3-1に示します。

温室効果ガス排出量の推移については、燃料使用量及び電力使用量については削減傾向にありますが、廃

プラスチック焼却量が温室効果ガス排出量に及ぼす影響が大きいため、容器包装プラスチック類の分別をさ

らに進める必要があります。

表2-3-1過去７年間の温室効果ガス排出量の算定結果
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図2-3-1過去７年間の施設毎の温室効果ガス排出量
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第３章 計画の目標

１．目標設定の考え方

資源循環型社会では、家庭及び事業所から排出されるごみの処理にとどまらず、商品の生

産、流通、消費という各段階においても廃棄物の発生を抑制することが重要です。この観点か

ら、将来にわたって持続的に発展可能な社会を形成するため、廃棄物等の減量、資源の循環的

な利用（再使用、再生利用）、適正処分の確保等により、天然資源の消費を抑制し、環境への

負荷を低減することとなります。また、自然環境を保全する循環型社会への転換が求められて

きているとの認識のもと、本組合では、廃棄物の中間処理を担っていることから、廃棄物の適

正処理と事業系ごみの搬入抑制等を実施していくとともに、リサイクルセンターにおいて、住

民のリサイクル意識の高揚や啓発等への協力を推進するなど、将来的にも持続可能な資源循環

型社会の構築と維持を目指すものとします。

２．温室効果ガス排出量の削減目標

本組合は、温室効果ガス排出量の削減目標を以下のように定め、具体的数値を表 3-2-1 に

示します。また、施設ごとの具体的数値は表 3-2-2 に示します。

表 3-2-1 削減目標数値

目標年度（令和 12年度［2030年度］）における温室効果ガス総排出量を、基準年度（平成

25年度［2013年度］）に対し４０％削減します。
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表 3-2-2 施設ごとの削減目標数値



13

３．年度毎の削減率設定

年度毎に表 3-3-1 に示すように削減率の目標を設定します。

計画期間の初期段階では、計画目標値の周知、具体的取組の周知、意識啓発に努めることと

します。

また、毎年の活動量や温室効果ガス排出量の把握、具体的な取組のチェックに基づき、必要

に応じた対応を行う PDCA 管理(Plan→Do→Check→Action)を機能させ、計画の推進・点検体制

を構築します。

表 3-3-1 年度毎の削減率設定

年 度
令和元年度

［2019 年度］

令和２年度

［2020 年度］

令和７年度

［2025 年度］

令和 11 年度

［2029 年度］

令和 12 年度

［2030 年度］

目標削減率
11.45％

（実績）

14.53%

(3.5%/年)

28.40%

(3.5%/年)

37.86%

(3.5%/年)

40%達成

職員の取組

・計画目標周知

・取組周知

・意識の啓発

・推進・点検体

制の検討（R3

年度～）

→

→

→

→ → →

設備導入等
R5 年 3月新衛生センター竣工予定 3 月新最終処分

場竣工予定

備 考 ・計画期間内に行われる事業に関しては、受注者へ地球温暖化への配慮を要請する。



14

第４章 地球温暖化対策のための取組

１．取組の分類

本組合の日常的な諸業務における地球温暖化対策のための取組を、以下の３ つの分類にし

たがって設定しました。また、この分類にしたがって、それぞれの取組の具体的な内容を示し

ます。

取組の分類

(1)財産やサービスの購入・使用に関する取組

(2)建築物の建設、管理等に関する取組

(3)その他の事務・事業に関する取組

(4)施設の運転管理に関する取組

２．具体的な取組



15



16



17



18

第５章 推進と点検・評価

１．推進・点検体制

本計画で定めた取組を円滑に推進し、削減目標を達成するためには、本組合の全ての職員

が地球温暖化問題を十分認識し、各自が日常業務において行動することが大切です。

本計画の目標の確実な達成及び計画を円滑に推進するため体制を整備します。 その体制を

図 5-1-1 に示します。

図 5-1-1 推進体制

推進体制の役割は以下に示すとおりです。

（１）温暖化防止推進委員会

「地球温暖化防止推進実行計画」の推進機関として計画を策定し、見直し、公表等につ

いての最終決定を行います。また、計画が円滑に推進するための点検機関としての以下

の役割を果たします。また、点検は、半年に１回とします。

①実行計画の推進に関する総括

②温室効果ガス削減に向けた行動に関する情報等の提供

③実行計画の見直し等に関する検討 （取組方法、目標値の見直し等）

④職員への啓発及び研修実施

⑤構成市町へのＰＲ

地球温暖化対策推進委員会

委 員 長：所長
副委員長：主幹
委 員：各施設の担当所長補佐、

担当係長及び運転管理委
託事業者総括総括責任者

清掃センター
(養老ドリームパーク)

・組合職員
・委託事業者従業員

衛生センター

・組合職員

一般廃棄物
最終処分場

・組合職員

事務局
(養老ドリームパーク管理棟に置く)
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（２）事務局

委員会の開催や結果の取りまとめ、スケジュールの管理、情報の収集を行う。

（３）全職員

温暖化防止推進委員会の策定する行動計画の意味を十分把握し、各々の部門で、本計画

に示す取組に協力し、温室効果ガスの削減に寄与します。

２．職員に対する研修等

職員に対する普及・啓発を目的とした情報提供及び研修は、本計画を有効に実践するため

に重要です。本組合では、職員に計画書等の配付を実施する予定です。また、表 5-2-1 に示す

事項を実施する予定です。

研修は計画の運用・点検の状況を踏まえ、年１回実施することとします。

表 5-2-1 情報提供の手法

種 別 対象者 目 的 内 容

一般研修（全般） 全職員 環境に対する自覚と取

組への理解

・地球温暖化関連情報

・計画の目的と内容

・取組の内容と方法

新人職員 新規採用職員等 環境に対する自覚と取

組への理解

・地球温暖化関連情報

・計画の目的と内容

・取組の内容と方法
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３．実施状況の点検・評価方法

実施状況の点検、評価は、一定期間毎に行動の点検と見直しを重ね評価しさらに計画を進め

る、すなわち PDCA 管理の手法が基本です。PDCA 管理は、組織活動が環境に及ぼす影響を最小

限にくい止めることを目的に定められた環境に関する国際的な標準規格である ISO14001 に取

り入れられている手法で、以下に示す図のように PDCA サイクルを推進することで、計画をよ

り効果的に実施し、また評価することが出来ます。

本計画の実施状況の点検・評価方法は、PDCA 管理の手法を用います。

※PDCA 管理

①Plan(方針・計画)

温暖化防止への方針を明らかにし、具体的な計画を立て、達成すべき目標値を設定します。

②Do(実施・運用)

計画に沿った温暖化防止活動を実行し、取り組んだ結果を記録します。

③Check(評価・是正)

目標と達成結果を照らし合わせ、達成されていない部分は改善を図ります。

④Action(見直し)

全体の活動計画をあらためて点検し、その結果を基に達成目標や手段を見直します。

４．実施状況の点検結果の公表等

温暖化防止推進委員会は、一定期間の取組状況（燃料使用量等の増減や原単位の増減等）

について点検の都度全職員に公表し、計画の実行状況を周知します。また、本組合のホームペ

ージにて、年度ごとに公表（１回/年度）します。


